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(57)【要約】
【課題】残留水素ガスの影響を小さくして熱伝導と対流
による熱侵入の影響を少なくし、輻射の影響に対して効
果的に対策を行い、ボイルオフによる水素損失を大幅に
低減することのできる液体水素貯蔵容器を提供する。
【解決手段】内槽と外槽との間にあって内槽を包囲し、
内部が真空とされた輻射シールドを、該輻射シールドに
接続され、内部に窒素ガスを充填した窒素ガス容器およ
び該窒素ガス容器の内部に配設され、内槽に貯蔵された
液体水素を外部に取り出すとき、該液体水素によって冷
却されて充填した窒素ガスの一部を吸着し、前記輻射シ
ールドを介して伝達された熱によって前記吸着した窒素
ガスを脱離する窒素ガス吸着・脱離手段を備えた吸着・
脱離手段を備えた吸着・脱離塔とを有する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液体水素を貯蔵する内槽と、該内槽を包んで、内部が真空とされた外槽とからなる液体
水素貯蔵容器において、
　前記内槽と前記外槽との間にあって前記内槽を包囲し、内部が真空とされた輻射シール
ドを、該輻射シールドに接続され、内部に熱吸収ガスを導入するようにした容器および該
容器の内部に配設され、前記内槽に貯蔵された液体水素を外部に取り出すとき、または該
内槽に液体水を充填するときに該液体水素によって冷却されて充填した熱吸収ガスの一部
を吸着し、前記輻射シールドを介して伝達された熱によって前記吸着した熱吸収ガスを脱
離する吸着・脱離手段を備えた吸着・脱離塔とを有すること
　を特徴とする液体水素貯蔵容器。
【請求項２】
　請求項１において、前記吸着・脱離塔は、筒状に形成された前記輻射シールドの一部に
シールド連結継手によって設けられ、かつ前記内槽の周囲外方に真空域に配設されること
を特徴とする液体水素貯蔵容器。
【請求項３】
　請求項１または３において、前記熱吸収ガス吸着・脱離手段は、複数の並設された吸着
剤ディスクによって構成されることを特徴とする液体水素貯蔵容器。
【請求項４】
　請求項３において、前記吸着剤ディスクは活性炭ディスクによって構成され、液体水素
が外部に取り出されるときに流過する配管上に取り付けられることを特徴とする液体水素
貯蔵容器。
【請求項５】
　請求項３において、前記吸着剤ディスクは、中心に穴を開けた薄金属板からなる伝熱フ
ィンと、この伝熱フィンの表面に接着した金属性球と吸着剤により構成され、前記穴に液
体水素が外部に取り出されるときに流過する配管が通されることを特徴とする液体水素貯
蔵容器。
【請求項６】
　液体水素を貯蔵する内槽と、該内槽を包んで、内部が真空とされた外槽とからなる液体
水素貯蔵容器において、
　前記内槽と前記外槽との間にあって前記内槽を包囲し、内部が真空とされた輻射シール
ドを、輻射シールドに接続され、内部に熱吸収ガスを導入するようにした容器および該容
器の内部に配設され、前記内槽に貯蔵された液体水素を液体水素ラインを介して外部に取
り出すときに該液体水素によって冷却されて充填した熱吸収ガスの一部を吸着し、前記輻
射シールドを介して伝達された熱によって前記吸着した熱吸収ガスを脱離する吸着・脱離
手段を備えた吸着・脱離塔とを有する液体水素貯蔵容器に液体水素を貯蔵し、外部に取り
出すようにした液体水素貯蔵容器からの液体水素取り出し方法において、
　前記吸着・脱離塔で前記液体水素ラインを流過する液体水素の一部を蒸発させること
　を特徴とする液体水素貯蔵容器からの液体水素の取り外し方法。
【請求項７】
　請求項６において、前記液体水素貯蔵容器に付属させた窒素ガス容器からの熱吸収ガス
としての窒素ガスと前記吸着・脱離塔からの液体水素との熱交換を行うことを特徴とする
液体水素貯蔵容器からの液体水素の取り出し方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液体水素貯蔵容器、特に水素燃料自動車用の液体水素貯蔵容器および燃料に
使用するための液体水素貯蔵容器からの液体水素の取り出し方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　現在、環境・エネルギーの問題から水素燃料の自動車の開発が進められている。水素自
動車は、燃料電池により発電し電気により走行する自動車と、水素自身をエンジンにて燃
焼させ走行するタイプの二通りが現在開発されている。しかし共に燃料は、水素ガスであ
り燃料タンクに圧縮水素ガス又は、液体水素ガスを充填した燃料タンクを積載する。いず
れの方式を採用する場合にも解決の必要な問題がある。以下に、両方式の現状考えられる
問題を記載する。
【０００３】
　水素ガスを圧縮して積載する場合の問題点は、充填圧力が超高圧となることである。燃
料の必要貯蔵量は、自動車の総走行距離５００ｋｍを達成する量の貯蔵が必要とされてい
る。この時、圧縮水素ガスを燃料とする場合自動車の構造寸法からおよそ水容積３５～６
０リットルの燃料タンクに規制される。
【０００４】
　この場合には、水素ガスの充填圧力は７０Ｍｐａ（Ｇ）という超高圧の圧力で燃料タン
クに充填を行う事が要求される。水素を充填された容器は、自動車の振動に曝されても漏
れの出ない設備の構築が必要であるが、水素は、分子が非常に小さく超高圧下での十分な
漏れ対策は非常に難しい。
【０００５】
　液体水素を燃料とする場合の問題点は、燃料タンクへの熱侵入で自然蒸発（ボイルオフ
）するガス量である。ボイルオフしたガスは、燃料としての消費がない場合には液体水素
容器内圧力上昇防止の観点から、大気に放出することになる。液体水素のボイルオフを軽
減するには、外部からの侵入熱をできるだけ抑えなければならない。
【０００６】
　特許文献１には、ボイルオフ水素を効率よくトラップする装置が記載されている。
【０００７】
　特許文献２には、外筒内に液体水素容器を保持し、該容器をとり囲むように輻射シール
ド板を設け、該シールド板に沿わせて蒸発水素ガス管路を配設した液体水素貯蔵タンクに
おいて、蒸発水素ガス管路に、パラ水素をオルソ水素に変換するパラ・オルソ水素変換剤
を収納し、水素ガスの流通可能な構造を有するパラ・オルソ水素変換器を挿設したことを
特徴とする液体水素貯蔵タンクが記載されている。
【０００８】
【特許文献１】特開２００２－２１３６９７号公報
【特許文献２】特公昭６１－４７３６０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　各国のメーカーで水素自動車の研究・開発が行われているが、現在のところ水素自動車
の水素燃料貯蔵方法として、圧縮水素ガスを用いる方式が主流となっている。しかし、超
高圧となる燃料タンク（７０Ｍｐａ）の漏洩対策や、水素ガスの浸透作用、機械強度、事
故時の安全対策など様々な技術的解決が困難な問題に直面している。
【００１０】
　これに対し、液体水素方式は大気圧に近い圧力で液化水素を貯蔵することが可能な為、
強度や漏洩の問題も少なく、はるかに安全性が高いと言える。また液体水素は、圧縮ガス
よりも水素の貯蔵密度が高くなり、水素燃料タンクをコンパクトにすることも可能となる
。
【００１１】
　高性能な断熱真空技術の確率によりボイルオフによる水素損失の大幅な低減ができれば
、今後、水素自動車の水素貯蔵方法は液体水素方式に推移していくことも考えられる。
【００１２】
　液体水素貯蔵容器を採用する場合、液化水素の沸点が－２５３℃と低く蒸発損失を最小
に抑え、長時間貯蔵する為には優れた断熱性能が必要となる。
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【００１３】
　従来から、極低温液化ガス容器には真空断熱が用いられている。この方式では、外槽内
の断熱層を真空にして熱伝導と対流を防ぐと同時に、多層のアルミ蒸着した薄いプラスチ
ックフィルム（積層断熱材）を内槽の外側表面に巻き、輻射による外部からの熱侵入を防
止することを行っている。この多層真空断熱方式によって、内槽内に充填される液体水素
の蒸発量を少なくしようとしている。そして、侵入熱等により自然蒸発する内槽内の水素
ガスは、運転時に液体水素と共に供給するようにしている。
【００１４】
　液体水素容器の問題点
　従来から用いられている多層真空断熱方式では、その優れた断熱特性を維持するために
は断熱フィルムの輻射係数を小さくすることはもちろんのこと、断熱真空槽の真空度を１
０－４Ｔｏｒｒ以下に保つ必要がある。通常、水分、窒素、酸素、炭酸ガス等の残留ガス
は液体水素温度で凝縮して低温槽の金属表面に吸着され排除される、いわゆるクライオポ
ンプ効果により除去される。
【００１５】
　しかしながら、水素ガス自身は貯蔵水素温度では凝縮できず、残留して真空度を悪化さ
せ、対流による熱侵入に大きく寄与することになる。
【００１６】
　液体ヘリウム貯槽の場合には、液体ヘリウム温度でのクライオポンプ効果によって、容
器表面に水素ガスの吸着が可能で、容易に１０－６Ｔｏｒｒに到達でき、残留ガスによる
熱侵入を小さくする事ができる。これによりその蒸発量は１％／日以下と非常に小さい。
【００１７】
　しかし液体水素貯槽の場合、貯蔵液体水素温度で真空槽のより沸点が低い残留水素はこ
のクライオポンプ効果で取り除く事ができない為、高真空を維持する事が出来ず熱侵入が
大きくなり、断熱性能は低下することになる。（水素貯蔵圧力に対し、真空槽の圧力は当
然低いため真空層内の水素ガスを凝縮させることが出来ない。）
　以上の状況から、液体水素貯蔵容器は残留水素ガスの影響により、液体ヘリウム容器に
比べて、熱伝導と対流による熱侵入が大きくなり、液体水素自動車用液体水素容器開発の
障害となっている。
【００１８】
　本発明は、かかる点に鑑みて残留水素ガスの影響を小さくして熱伝導と対流による熱侵
入の影響を少なくし、輻射の影響に対して効果的に対策を行い、ボイルオフによる水素損
失を大幅に低減することのできる液体水素貯蔵容器およびこの液体水素貯蔵容器がこの液
体水素の取り出し方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明は、従来の断熱方法により入熱を押さえた構造にすることに加え、入熱を真空断
熱層に設置する吸着塔内の吸着剤への吸着ガスの脱着で吸収する方式の液体水素貯蔵容器
を提案するものである。貯蔵された液体水素の自然蒸発量を抑制するため本来、ガスの充
填・利用の際に大気に放出される液体水素の寒冷で、例えば活性炭を冷却し、その冷熱で
熱吸収ガスを活性炭表面に吸着させ、定常状態に侵入してくる入熱をシールド板を介して
吸熱塔に伝熱する。この伝熱により吸着塔内の活性炭が加温されると、活性炭に吸着した
ガスが脱離することにより熱が吸収され、液体水素容器本体への侵入熱をブロックする。
この方式採用により、本発明は通常侵入熱の大きい液体水素容器を液体ヘリウム容器並み
の熱侵入水準まで軽減することが可能な高性能水素自動車に採用可能な液体水素用容器を
提供する。吸着済は活性炭以外であってもよい。
【００２０】
　本発明は、具体的には、液体水素を貯蔵する内槽と、該内槽を包んで、内部が真空とさ
れた外槽とからなる液体水素貯蔵容器において、
　前記内槽と前記外槽との間にあって前記内槽を包囲し、内部が真空とされた輻射シール
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ドを、該輻射シールドに接続され、内部に窒素ガスを導入するようにした容器および該容
器の内部に配設され、前記内槽に貯蔵された液体水素を外部に取り出すとき、または該内
槽に液体水を充填するときに該液体水素によって冷却されて充填した窒素ガスの一部を吸
着し、前記輻射シールドを介して伝達された熱によって前記吸着した窒素ガスを脱離する
吸着・脱離手段を備えた吸着・脱離塔とを有すること
　を特徴とする液体水素貯蔵容器を提供する。
【００２１】
　上述の液体水素貯蔵容器は、前記吸着・脱離塔は、筒状に形成された前記輻射シールド
の一部にシールド連結継手によって設けられ、かつ前記内槽の周囲外方の空間である真空
域に置いて配設されることを特徴とする。
【００２２】
　また、上述の液体水素貯蔵容器は、前記吸着・脱離手段は、複数の並設された吸着剤デ
ィスクによって構成されることを特徴とする。
【００２３】
　また、上述の液体水素貯蔵容器は、前記吸着剤ディスクは活性炭ディスクによって構成
され、液体水素が外部に取り出されるときに流過する配管上に取り付けられることを特徴
とする。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、残留水素ガスの影響を小さくして熱伝導と対流による熱侵入の影響を
少なくし、輻射の影響に対して効果的に対策を行い、ボイルオフによる水素損失を大幅に
低減することのできる液体水素貯蔵容器およびこの液体水素貯蔵容器からの液体水素の取
り出し方法が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　本発明の実施例である液体水素貯蔵容器は、液体水素を貯蔵する内槽と、該内槽を包ん
で内部が真空とされた外槽とからなる液体水素貯蔵容器において、前記内槽と前記外槽と
の間にあって前記内槽を包囲し、内部が真空とされた輻射シールドを、該輻射シールドに
接続され、内部に窒素ガスを導入するようにし、充填したガス容器および該ガス容器の内
部に配設され、前記内槽に貯蔵された液体水素を外部に取り出すときに該液体水素によっ
て冷却されて充填した窒素ガスの一部を吸着し、前記輻射シールドを介して伝達された熱
によって前記吸着した窒素ガスを脱離する吸着・脱離手段を備えた吸着・脱離塔とを有し
て構成され、更に吸着・脱離手段は、中心に穴を開けた薄金属板からなる伝熱フィンと、
この伝熱フィンの表面に接着した金属製球と活性炭ディスクにより構成され、前記穴に液
体水素が外部に取り出されるときに流過する配管が通される。
【００２６】
　以下、本発明の実施例を図面に基づいて説明する。
【実施例】
【００２７】
　図１に示すように、侵入熱には熱の移動経路によって、以下に記載する３つの要素（熱
伝導、輻射、対流）があり、その断熱対策を考慮しなければならない。
【００２８】
　熱伝導：熱エネルギーが固体又は、流体の粒子を伝わり、温度の高いところから低いと
ころへ伝熱することを熱伝導という。二重容器となる本容器の場合は、まず外気の熱が外
槽に伝わり、次に内槽を支持するサポート材、そして内槽壁面に伝熱した後、最終的に内
槽内に満たされた液体水素まで到達する。また真空容器（外槽）内に残留ガスが存在する
と，外気からガス粒子を伝わって内槽に熱が伝達する。この為、熱伝導を抑制する為には
熱伝導の無い材料で且つ伝熱面積の少ない構造のサポート構造を達成することと、真空容
器内を高真空に保つ必要がある。液体水素容器の場合、液体ヘリウム容器では得られる水
素ガス成分の低温金属表面に凝縮して真空度が向上する効果（いわゆるクライオポンプ効
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果、４項にて詳述する）が期待できない。この為、クライオポンプ効果で水素ガス成分の
凝縮が可能な液体ヘリウム容器に比べて、残留水素ガスが多くなり、対流伝熱も大きくな
る。通常、液化ガス容器は残留ガスを吸着するゲッター材を内部に設置することで残留ガ
スを除去し、熱伝導を抑制するが、液体ヘリウム容器以外の容器ではこの影響が大きいと
されている。
【００２９】
　輻射：あらゆる物質は、電磁波の形で内部エネルギー（熱）を放出し、高温物質と低温
物質とで熱エネルギーを交換し合う。この伝熱要素を輻射という。外部からの熱源（太陽
光、蛍光灯、外気を含む全ての物質）からは絶えず熱が放射され、低温容器と液体水素そ
れぞれに直接熱を伝える。この為，輻射熱を抑制する対輻射断熱構造としては、一般に輻
射熱を軽減する輻射係数（輻射熱の減衰係数で各々の物質により異なる）が高い断熱フィ
ルムなどを内槽表面に巻く方式が採用されている。
【００３０】
　対流：対流は、流体同士が流れる時に保有する熱エネルギーを交換し合う伝熱要素であ
る。真空容器内に残留するガスと脱ガスによる熱伝導の作用で、外気に接する壁に近いほ
ど温度は高くなり、一様な温度分布をしていない。この温度差による密度の違いに起因し
て、流体同士の流れが生じ、真空槽内の低温ガス領域が高温ガスで温められ、温度上昇の
要因となる。液体水素容器の場合、液体ヘリウム容器では得られる水素ガス成分の低温金
属表面に凝縮して真空度が向上する効果（いわゆるクライオポンプ効果、４項にて詳述す
る）が期待できない。この為、クライオポンプ効果で水素ガス成分の凝縮が可能な液体ヘ
リウム容器に比べて、残留水素ガスが多くなり、対流伝熱も大きくなる。通常、液化ガス
容器は残留ガスを吸着するゲッター材を内部に設置することで残留ガスを除去し、熱伝導
を抑制するが、液体ヘリウム容器以外の容器ではこの影響が大きいとされている。
【００３１】
　図２は、本発明の実施例の液体水素貯蔵容器の縦断面図であり、図３は図１のＸ－Ｘ断
面を示す図である。
【００３２】
　これらの図において、液体水素貯蔵容器１００は、内部が真空とされた外槽１と、この
外槽１の内部に配設され、流体水素を貯蔵する内槽２と、外槽１と内槽２との間に配設さ
れ、内部が真空とされた輻射シールド５と、この輻射シールド５に接続、取り付けられた
２つの吸着・脱離塔７（７Ａ，７Ｂ）と外槽１の内部に設けた熱交換器１０およびゲッタ
ー材１２と、液体水素の外部からの取り入れのための配管である液体水素ライン１３およ
び外部への取り出しのための配管である液体水素ライン１４と、窒素ガスの導入配管１５
とを有して構成される。この例では吸着・脱離塔７を２個としているが、１個もしくは３
個以上であってもよい。
【００３３】
　４および６は、それぞれ外槽内部の真空域、輻射内部空間の真空域を示す。
【００３４】
　窒素ガスの導入配管１５は窒素（Ｎ２）容器１１および吸着、脱離塔７に接続される。
窒素ガス以外にも、アルゴンガス、ヘリウムガスなどの不活性ガス、これらの混合ガスの
使用が可能であり、これらのガスは本実施例では熱吸収ガスとして使用されるので、熱吸
収ガスとして扱う。以下の実施例では典型的な窒素ガスを例にとって説明する。
【００３５】
　液体水素ライン１３は外部の液体水素源に接続され、液体水素ライン１３で導入される
液体水素は、上側に設けた吸着・脱離塔７Ａを貫通し、輻射シールド内部の真空域４を通
過し、下側に設けた吸着・脱離塔７Ｂを貫通し、輻射シールド内部の真空域６を通過して
内槽２に至り、内槽２に充填される。充填された液体水素は真空域６、真空域４を通り、
熱交換器１０を通って液体水素ライン１４を介して使用装置に水素ガスとして供給される
ことになる。液体水素ライン１３と液体水素ラインの流れを逆にしてもよい。従って、後
述するように液体水素充填時、または使用時に液体水素の有する寒冷が吸着・脱離塔７で
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使用されることになる。
【００３６】
　液体水素容器１００はＳＵＳ製密閉容器の外槽１内に、液体水素を充填する内槽２を含
んだ２重構造とされ、外槽１内は真空槽（真空度１０－４Ｔｏｒｒ）であり、内槽２の全
周を囲む形で輻射シールド５を形成している。
【００３７】
　輻射シールド５は、アルミ製の薄板を円筒状に曲げ加工を施し、これを鉛直方向に２分
割した板をシールド連結継手６の端部に接続して構成される。図４にシールド連結継手６
の詳細を示す。シールド連結継手６は、Ｕ字状をなした２つのはさみ込み部２１，２２と
その間の板部２３からなり、板部２３には凹状の吸着・脱離塔取り込み部２４が形成して
ある。
【００３８】
　２つのはさみ込み部２１，２２は輻射シールド５をはさみ込んで固着し、吸着・脱離塔
取り込み部２４は凹状部に吸着・脱離塔７を取り込んで固着する。
【００３９】
　シールド連結継手６には活性炭が封入された銅製容器の吸着・脱離塔7が２台それぞれ
接続され、輻射シールド５と吸着塔７を熱的に接触させる。
【００４０】
　液体水素は、取り出し時に寒冷を利用する場合、内槽２下部から出された液体水素供給
ラインの配管を通り、下段に配置された吸着・脱離塔内と上段に配置された吸着・脱離塔
内の活性炭と熱交換をしながら一部が蒸発する。寒冷回収システムでは、液体水素消費量
とガス吸着特性の観点から吸着・脱離塔内に配置された活性炭の熱伝導特性が重要となる
。
【００４１】
　熱伝導特性の向上策は多々あるが、その一例として、活性炭の熱伝導特性を向上させた
フィン方式の吸着・脱離塔７が使用される。図５に吸着・脱離塔７の詳細を示す。図５に
おいて、吸着・脱離塔７は容器としての銅（Ｃｕ）製の活性炭容器８とこの中に配設され
る液体水素ラインの配管３２と、この配管３２に等間隔を置いて配設された複数の（図５
の場合４枚）の吸着ディスクとしての活性炭ディスク９が設けられる。またこの吸着・脱
離塔７には窒素ガスの導入配管３５が設けてある。活性炭容器８は窒素ガス充填容器とし
ても作用する。吸着材ディスクは、中心に穴３６を開けた薄金属板（例えば（ｕ）からな
る伝熱フィン３４）と、この伝熱フィン３４の表面に接着した銅球などの金属性球と吸着
剤と作用する活性炭により構成され、穴３６に液体水素が、例えば外部に取り出されると
きに流過する配管３２が通される。偏心して穴３６を設けてもよいし、吸着材ディスクを
分離して設けることもできるが、本例の構造が望ましい。
【００４２】
　上述したように、吸着・脱離塔７は銅製の活性炭容器８に、液体水素が通過する配管と
吸着用の窒素ガスを供給する配管３５を接続している。
【００４３】
　熱伝導特性を向上させる目的で、伝熱フィン表面に半田付けにて伝熱球としての銅球を
接着し、また活性炭を接着し、活性炭ディスク９を複数段構成している。
【００４４】
　運転時は液体水素ラインに液体水素が流れ、伝熱フィン３４と銅球を通じて熱交換を行
うことで、活性炭を素早く冷却し、窒素ガスを吸着させることができる。
【００４５】
　吸着・脱離塔７へ侵入熱を積極的に伝える為に、輻射シールド（層）５は薄いアルミ板
で構成され、支持構造材を含むすべての真空槽の構成要素は全金属製としている。併せて
長期間の運転で放出された水素ガスはゲッター材（活性炭）１２を配置して吸収排除する
ようにしている。
【００４６】
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　図６にゲッター材１２の構造を示す。ゲッター材１２はＳＵＳパイプ４１に活性炭４２
を充填したものとしている。これによって真空域４に脱離して来た脱ガスの吸着を行う。
【００４７】
　以上のように、液体水素の持つ寒冷を回収、再利用することで侵入熱を軽減する液体水
素貯蔵容器１００が構成される。外槽１の真空域４に活性炭が充填された吸着・脱離塔７
と輻射シールド５を設置し、水素充填あるいは使用時に液体水素の持つ寒冷を用いて伝熱
フィン３４、吸着剤としての活性炭を冷却する。冷却された活性炭表面には入熱吸収用吸
着ガス（例えば本例の場合、窒素ガス）が吸着される。
【００４８】
　侵入熱は金属シールド板としての輻射シールド５から吸着・脱離塔７に伝えられ、その
熱が伝熱フィン３４、活性炭に伝わり、吸着したガスを脱離させ、内槽２内に侵入しよう
とする熱を吸収することになる。この活性炭寒冷回収手段によって内槽２への侵入熱が軽
減され、熱侵入し易い大きな液体水素貯蔵容器１００の損失を最小限に抑えることができ
るようになる。
【００４９】
　以上の実施例によれば、外槽１と内槽２との間にあって内槽２を包囲し、内部が真空と
された輻射シールド５を該輻射シールド５に接続され、内部に窒素ガスを導入するように
したガス容器（充填剤容器）および該容器の内部に配設され、前記内槽に貯蔵された液体
水素を液体水素ラインを介して外部に取り出すときに該液体水素によって冷却されて充填
した窒素ガスの一部を吸着し、輻射シールド５を介して伝達された熱によって吸着した窒
素ガスを脱離する窒素ガスの吸着・脱離手段である吸着剤ディスク（活性炭ディスク）を
備えた吸着・脱離塔７とを有する液体水素貯蔵容器１００に液体水素を貯蔵し、外部に取
り出すようにした液体水素貯蔵容器１００、およびこの液体水素貯蔵容器１００からの液
体水素取り出し方法であって、吸着・脱離塔７で液体水素ライン１３、１４、１５を流過
する液体水素の一部を蒸発させることを特徴とする液体水素貯蔵容器１００からの液体水
素の取り外し方法が構成される。
【００５０】
　また、液体水素貯蔵容器１００に付属させた窒素ガス容器１１からの窒素ガスと吸着・
脱離塔７からの液体水素との熱交換を行う液体水素貯蔵容器１００からの液体水素の取り
出し方法が構成される。
【００５１】
　本実施例にあっては、伝導については外槽１による内槽２の支持は断面積を少なくして
距離を長くし、固体伝導入力を抑制する構造としている。
【００５２】
　また、輻射熱抑制のために、アルミ薄板多層構造のスーパーインシュレーションとして
形成し、これを内槽２と外槽１との間に形成された真空域４に設ける構成としている。内
槽表面及び外槽内面から発生する脱ガス（水素ガス以外）は、外槽１の内部に設けたゲッ
ター材１２にて吸着すると同時に、液体水素ラインを流過する液体水素の寒冷および内槽
２内の液体水素の寒冷により凝縮させることで真空度劣化を抑制して高真空を維持し、滞
留熱伝導入熱を最小とし、高性能断熱を達成する。従来の手法であると、脱ガスの主成分
である水素ガスは内槽内ガスと同一ガスであり真空層内の水素ガスを凝縮することができ
ず、クライオポンプ効果をヘリウム容器のように期待することができない。その分、ヘリ
ウム容器より断熱性能が悪化するものとなっていた。内槽内ガスの圧力は、当然真空域の
圧力より高圧であり、凝縮温度は真空域内ガスの方が低温であるため、真空層内の水素ガ
ス凝縮することは出来なかった。このように従来手法にあってはクライオポンプ効果を期
待することが出来なかった。
【００５３】
　これに対して、本実施例によれば、外槽１と内槽２の真空域（真空層）４の真空度が１
×１０－４Ｔｏｒｒ以下になるように排気し、真空域４内の滞留熱伝導を防止し、高性能
断面を達成する構造とし、更に脱離した水素ガスによる滞留熱伝導の悪化分に対して、外
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槽１と内槽２の間の真空域に上述した金属製のスーパーインシュレーションと吸着・脱離
塔７を組み合わせた侵入熱ブロック手段を設け、液体水素の持つ寒冷を利用して吸着剤に
よる脱ガスである水素ガスを吸着することを行い、侵入熱が内槽２までは伝達する前にブ
ロックすることを行っている。
【００５４】
　確認試験１
　伝熱手段としての伝熱フィン１４の熱伝導性能向上の有効性を確認する為に、活性炭の
冷却試験を実施した。冷却試験では、実際の液体水素貯蔵容器内を模擬するため、真空容
器内に吸着・脱離塔を設置して活性炭と吸着ガスを充填し、寒冷材として一定量の液体窒
素を流した。このときの活性炭素面の温度変化を測定した。試料として、単純に容器内に
活性炭を封入した場合と、伝熱フィン３４を取り付けたときの２ケースに分け、平衡温度
到達までにかかった冷却時間を比較し、吸着・脱離効果および伝熱性能を評価した。
【００５５】
　試験結果１

【００５６】
　この試験の温度変化を図７に添付する。試験結果より、平衡状態温度到達までにかかっ
た冷却時間は、活性炭を単純に配置した場合が３５８（ｍｉｎ）かかったのに対し、伝熱
フィン３４を取り付けたケースでは、２００（ｍｉｎ）まで、４４．１％大幅に短縮した
。したがって伝熱フィン３４を使った方式を採用すれば、少ない液体水素消費量で活性炭
を効率よく冷却することができる。このような、吸着剤を効率よく冷却する構造を使用す
るとより大きな熱遮断が可能となる。
【００５７】
　この二つの吸着・脱離塔７には、吸着用窒素ガスを供給する為のＮ２容器１１が窒素ガ
スラインにより接続されている。
【００５８】
　窒素（Ｎ２）容器は液体水素容器の外部に接続され、予め０．５ＭＰａ（Ｇ）程度の窒
素ガスが充填されている。実際の使用時は、内槽２から供給される液体水素が吸着・脱離
塔７内の液体水素ラインを流れ活性炭を冷却し蒸発する。ガス化した水素は燃料電池又は
水素ガスエンジンへ供給される。極低温に冷却された活性炭は窒素容器１１に予め充填さ
れていた窒素ガスを吸着する。
【００５９】
　定常状態において、輻射熱が輻射シールド５を加温すると、シールド連結継手６を通じ
て吸着・脱離塔７と活性炭へ積極的に熱が伝えられ、活性炭に吸着した冷たいガスが加温
され脱離することで、熱を吸収する。この吸・脱着の繰り返し作用により、内槽内への侵
入熱をブロックし、液体水素の入熱による蒸発損失を抑制する。
【００６０】
　吸着ガスは安価で物性的に安定な窒素ガスを用いる。吸着容器設計の際、活性炭の充填
量と吸着するガス量との関係を明確にしておく必要があり、今回はその参考値として、活
性炭への窒素吸着量を調べるための測定を行った。
【００６１】
確認試験２
　吸着測定は、まず密閉された試料容器内に窒素ガス（６ａｔｍ）と活性炭１０ｇを充填
し、この容器を液体窒素で満たされた試験容器内で冷却し、活性炭を冷却した。この時の
圧力変化を測定し、ガス吸着質量を試算する吸着定容法にて測定した。冷却前のモル数を
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ｎ１、冷却（平衡）後のモル数をｎ２とすると、冷却により吸着したモル数ｎは、ｎ＝ｎ
１－ｎ２で表わされる。理想気体の状態方程式ＰＶ＝ｎＲＴにより温度平衡状態でのモル
数を以下に示す。
【００６２】
　試験結果２

【００６３】
　この実験データの健全性を確認する為、活性炭を封入しない場合においても、理想気体
の状態方程式で算出したモル数が、冷却後も変動していないことを確認した。この結果を
以下に示す。

【００６４】
　モル数の質量換算は以下の式の通り。
　ｍ＝ｎ×Ｍ　　　　　　　　　　　　　ｍ：質量〔ｇ〕
　　＝０．０４３０×２８．０２　　　　ｎ：モル数〔ｍｏｌ〕
　　＝１．２０５　　　　　　　　　　　Ｍ：モル質量〔ｇ／ｍｏｌ〕
【００６５】
　本試験では吸着剤として、ヤシガラ活性炭と石炭系活性炭のそれぞれの吸着能力を同様
に測定した。図８に、それぞれの活性炭と窒素の吸着重量比の結果を示す。活性炭表面温
度の低下に従い、吸着量は比例的に増加している。また、本条件下ではヤシガラ活性炭に
吸着特性の優位性を認めた。
【００６６】
　次に、本活性炭システムの有効稼働時間と、蒸発量の理論値を試算した。
　試算にあたって液体水素容器の内槽容量を、某自動車メーカと同程度の５０Ｌと仮定し
た。また活性炭システム稼働時の熱侵入量の目標値を、標準液体ヘリウム容器（５０Ｌ）
の熱侵入量と同等な０．０２Ｗとした。活性炭システムを使用しない場合の液体水素容器
の内槽熱侵入量を０．４７Ｗ（標準５０Ｌ液体窒素容器級）とすれば、活性炭が阻止する
侵入熱は（０．４７Ｗ－０．０２Ｗ）で０．４５Ｗとなる。
＜試算条件＞
　１）液体水素容器内槽容量　Ｌ　　：５０〔Ｌ〕
　２）活性炭充填量　　　　　Ｍ１　：２．５〔ｋｇ〕　（２５００ｃｃ）
　３）窒素ガス充填量　　　　Ｍ２　：０．４５〔ｋｇ〕　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（液体水素温度での吸着重量比１：０．１８）
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　４）侵入熱　　　　　　　　Ｗ　　：０．４５〔Ｗ〕
　５）輻射シールド表面温度　Ｔ１　：－１４０〔℃〕
　６）液体窒素温度　　　　　Ｔ２　：－２５３〔℃〕
　７）日本人の平均年間走行距離　　　　　　　　　　　　Ｋ１：９０００ｋｍ
　８）水素自動車メーカの平均水素原単位　　　　　　　　１：０．０１２ｋｍ／ｋｇ
＜試算結果＞
【００６７】
　運転によって活性炭が液体水素温度まで冷却され、その寒冷によって熱侵入を０．０２
Ｗに抑制している機関をシステムの有効時間とし、蓄冷された寒冷を使い果たすまでの過
程をシステムの１サイクルとする。
【００６８】
　ここで、１サイクルで利用できる寒冷熱量Ｑは、冷却された活性炭の寒冷熱量Ｑａと吸
着ガスの寒冷熱量Ｑｂの合計量となる。
　　活性炭寒冷熱量　　　Ｑａ＝（Ｍ１×（Ｔ２－Ｔ１）×γ１）
　　　　　　　　　　　　　　＝（２．５×（２５３－１４０）×０．２５）
　　　　　　　　　　　　　　＝７０．６２〔ｋｃａｌ〕
　　吸着ガスの寒冷熱量　Ｑｂ＝（Ｍ２×（Ｔ２－Ｔ１）×γ２）
　　　　　　　　　　　　　　＝（０．４５×（２５３－１４０）×０．１７８）
　　　　　　　　　　　　　　＝９．０５〔ｋｃａｌ〕
　　総寒冷熱量　　　　　Ｑ　＝Ｑａ＋Ｑｂ＝７０．６２＋８．３０
　　　　　　　　　　　　　　＝７９．６７〔ｋｃａｌ〕
　　１サイクルの熱侵入抑制時間
　　　　　　　　　　　　Ｄ１＝Ｑ÷（Ｗ＊０．８６）÷２４
　　　　　　　　　　　　　　＝８．５〔日〕
　　１サイクルに必要な液体水素消費重量
　　　　　　　　　　　　Ｈｍ＝Ｑ÷ｈ
　　　　　　　　　　　　　　＝７８．９２÷１０６．５
　　　　　　　　　　　　　　＝０．７４１〔ｋｇ〕
　　１サイクルに必要な液体水素消費液量
　　　　　　　　　　　　ＨＬ＝Ｈｍ÷ρ×１０００
　　　　　　　　　　　　　 ＝０．２９４÷７０．８×１０００
　　ここで日本人の平均年間走行距離　Ｋ１＝９０００ｋｍの条件から一日当たりの
　　平均走行距離　　　　　　Ｋ２＝Ｋ１÷３６５
　　　　　　　　　　　　　　＝９０００÷３６５
　　　　　　　　　　　　　　＝２４．７〔ｋｍ〕
　　自動車メーカ平均水準の水素原単位　Ｉ＝０．０１２ｋｇ／ｋｍから
　　一日当たりの液体水素消費量
　　　　　　　　　　　　Ｈｄ＝Ｋ２×I
　　　　　　　　　　　　　　＝２４．７×０．０１２
　　　　　　　　　　　　　　＝０．２９６〔ｋｇ／日〕
　　１サイクルに必要な運転日数
　　　　　　　　　　　　Ｄ２＝Ｈｍ÷Ｈｄ

　　　　　　　　　　　　　　＝０．７４１÷０．２９６
　　　　　　　　　　　　　　＝２．５〔日〕
　　ここでシステム有効時の蒸発量と、システム無稼働時の蒸発量を算出した。
　　システム有効（熱侵入０．０２Ｗ）時の一日の液体水素蒸発重量Ｌｍｌ

　　　　　　　　　　　　Ｌｍｌ＝（０．０２×０．８６）×２４÷ｈ
　　　　　　　　　　　　　　 ＝０．４１３÷１０６．５
　　　　　　　　　　　　　　 ＝０．００３９〔ｋｇ／ｄａｙ〕
　　液量に換算すると、
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　　　　　　　　　　　　ＬＬ１＝Ｌｍ÷ρ×１０００
　　　　　　　　　　　　　　 ＝０．００３９÷７０．８×１０００
　　　　　　　　　　　　　　 ＝０．０５５〔Ｌ／ｄａｙ〕
　　システム無稼働（熱侵入０．４７Ｗ）時の一日の液体水素蒸発量Ｌｍ２

　　　　　　　　　　　　Ｌｍ２＝（０．４７×０．８６）×２４÷ｈ
　　　　　　　　　　　　　　 ＝９．７０÷１０６．５
　　　　　　　　　　　　　　 ＝０．０９１〔ｋｇ／ｄａｙ〕
　　液量に換算すると、
　　　　　　　　　　　　ＬＬ２＝Ｌｍ２÷ρ×１０００
　　　　　　　　　　　　　　　＝０．０９１÷７０．８×１０００
　　　　　　　　　　　　　　　＝１．２８５〔Ｌ／ｄａｙ〕
【００６９】
　ここで、
　　　Ｑａ：活性炭寒冷熱量〔ｋｃａｌ〕
　　　Ｑｂ：吸着ガス寒冷熱量〔ｋｃａｌ〕
　　　Ｑ　：総寒冷熱量〔ｋｃａｌ〕
　　　Ｍ１：活性炭充填量〔ｋｇ〕
　　　Ｍ２：窒素ガス充填量〔ｋｇ〕
　　　Ｔ１：輻射シールド温度〔℃〕
　　　Ｔ２：液体水素温度〔℃〕
　　　γ１：活性炭比熱〔ｋｃａｌ／ｋｇ℃〕
　　　γ２：吸着ガス比熱〔ｋｃａｌ／ｋｇ℃〕
　　　Ｄ１：１サイクルの熱侵入抑制日数〔ｄａｙ〕
　　　Ｗ　：侵入熱〔ｗ〕
　　　Ｈｍ：１サイクルに必要な液体水素消費量〔ｋｇ〕
　　　ｈ　：水素蒸発潜熱〔ｋｃａｌ／ｋｇ〕
　　　ＨＬ：１サイクルに必要な液体水素消費量〔Ｌ〕
　　　ρ　：水素液密度〔ｋｇ／ｍ３〕
　　　Ｋ１：平均年間走行距離〔ｋｍ〕
　　　Ｋ２：平均日間走行距離〔ｋｍ〕
　　　Ｈｄ：一日当たりの液体水素消費量〔ｋｇ／日〕
　　　Ｉ　：水素原単位〔ｋｇ／ｋｍ〕
　　　Ｄ２：１サイクルに必要な運転日数〔日〕
　　　Ｈｍ：１サイクルに必要な液体水素消費量〔ｋｇ〕
　　　Ｈｄ：一日当たりの液体水素消費量〔ｋｇ〕
　　　Ｌｍ１：システム有効期間中の蒸発重量〔ｋｇ〕
　　　ＬＬ１：システム有効期間中の蒸発液量〔Ｌ〕
　　　Ｌｍ２：システム無稼働時の蒸発重量〔ｋｇ〕
　　　ＬＬ２：システム有効期間中の蒸発液量〔Ｌ〕
　　　ｈ　：水素蒸発潜熱〔ｋｃａｌ／ｋｇ〕
　　　ρ　：水素液密度〔ｋｇ／ｍ３〕
　試算結果に示すように、この運転条件下では２．５日間（液体水素消費量＝１０．４７
Ｌ）の運転により、１サイクル分の寒冷が確保される。システム有効時間内（８．５日間
）は侵入熱を液体ヘリウム容器並みの０．０２Ｗに抑制することがきでき、一日当たりの
蒸発量損失を１．２８６Ｌ／ｄａｙから０．０５５Ｌ／ｄａｙに軽減する事ができる。
【００７０】
　本実施例の液体水素容器の内槽は、本来大気に放出される液体水素の寒冷を活性炭に蓄
令し、熱吸活性ガスの吸着・脱離の冷却効果によって、ボイルオフによる損失を軽減する
ことができる経済的なシステムとなる。この内槽を備えた液体水素貯蔵容器を単に搭載す
ることで、通常、熱侵入の大きい液体水素容器でも液体ヘリウム並みの断熱性能を得るこ
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とができ、日本人の平均的な日間走行距離２４．７ｋｍの条件下では、２．５日分（１０
．４７Ｌ）の液体水素を消費することにより、８．５日の間、蒸発量を１．２８５Ｌ／ｄ
ａｙから０．０５５Ｌ／ｄａｙに軽減する事ができる。
【図面の簡単な説明】
【００７１】
【図１】熱侵入を説明するための図。
【図２】本発明の実施例の構成を示す縦断面。
【図３】図２のＸ－Ｘ断面図。
【図４】本発明の一部の詳細図。
【図５】本発明の一部の詳細図。
【図６】本発明の一部の詳細図。
【図７】確認試験の結果を示す図。
【図８】確認試験の結果を示す図。
【符号の説明】
【００７２】
　１…外槽、２…内槽、４…真空域、５…輻射シールド（輻射シールド層、輻射シールド
板）、６…真空域、７…吸着・脱離塔、８…活性炭容器（容器）、９…活性炭ディスク（
吸着剤ディスク）、１０…熱交換器、１１…窒素（Ｎ２）容器、１２…ゲッター材、１３
，１４，１５…液体水素ライン（配管）、３４…伝熱ライン、１００…液体水素貯蔵容器
。

【図１】 【図２】



(14) JP 2008-51279 A 2008.3.6

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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